





Reconsideration of the Financial Safety Net: 































































































































































































































































































































































































































































保険の国際ガイダンス（Guidance for Developing 





















































































































































































































































































































8年前 7年前 6年前 5年前 4年前 3年前 2年前 1年前
健全先 4％ 4％ 4％ 3％ 2％ 2％ 2％ 4％
破綻先 2％ 3％ 4％ 3％ 0％ 0％ -2％ -1％
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議用ペーパー」（Public Disclosure of Market and 
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注11 アダム＝スミスは著書『国富論（An Inquiry 






















ること、をあげている。 Andrew Croket The 



























































































注28 Financial Stability Forum「Guidance for 














































































































の他にも、Goldberg and Lyoyd-Davies (1985), 
Baer and Brewer (1986), Hannan and Hanweck 
(1998), Hanweck (1998), James(1988) (1990), 
Cargill (1989), Keely (1990), Ellis and Flannery 
(1992), Brewer and Mondschan (1994), Jagtiani 




























注50 Board of Governors of the Federal Reserve 
System (1999), Board of Governors of the 
Federal Reserve System and the Secretary of 
the US Department of the Treasure (2000)
注51 小林礼美「市場規律の確立の必要性とわが国の
取り組み」経済科学第52巻第3号（2004）106頁。
注52 本文の他にも、Hassan (1993), Board of Governors 
of the Federal Reserve System (1999), Morgan 
and Stiroh (1999) (2001), Berger et al.(2000), 
Brewer et al.(2000), Covitz et al. (2000) (2002) 
(2003), Evanoff and Wall (2001) (2002), Hancock 
and Kwast (2001), Jagtiani and Lemieux (2000), 
Lang and Robertson (2000), Sironi (2000) など
多数ある。





















O（other nonbank subsidiaries）、P（parent 





























注61 Federal Reserve System Study Group on 




























注66 Mathias Dewatripont=Jean-Charles Rochet


























































































































































































































注101 Mathias Dewatripont=Jean Tirole『The 


















注104 Kashyap ,  A .R .G .  Ra jan  and J .C .S te in
「Rethinking Capital Regulattion」Paper 























注107 Basel Committee on Banking Supervision 
‘Fundamental Review of the Trading Bookʼ 
Consultative Document（2012）
注108 Enhancements to the Basel Ⅱ framework
（July.2009）
注109 Rev is ions  to  the  Base l Ⅱ market  r i sk 
framework（July. 2009）. Adjustments to the 
BaselⅡmarket risk framework announced by 
the Basel Committee（June. 2010）
注110 Gu ide l ines  for  comput ing cap i ta l  f or 










注112 A global regulatory framework for more 
res i l i ent  banks and banking systems
（December. 2010）
注113 International framework for liquidity risk 
measurement,standards and monitoring
（December. 2010）
注114 みずほ証券バーゼルⅢ研究会（前掲・注111）69頁。
なお、バーゼルⅢにおける自己資本の定義の
詳細は、日本銀行ホームページ「自己資本規制
等・バーゼルⅢ」（http://www.boj.or.jp/finsys/
intlact_fs/kisei/index.htm/#p01）、金融庁ホー
ムページ「バーゼルⅢについて」（http://www.
fsa.go.jp/policy/basel_ii/basel3.pdf）を参照され
たい（2019年10月30日閲覧）。
注115 みずほ証券バーゼルⅢ研究会（前掲・注111）111頁。
注116 この他にも、自己資本規制に加え、レバレッジ
規制と流動性規制が導入され、規制の枠組みが
複雑化したことにより、各規制はリスク管理の
観点から重要であるが、規制体系を統合的に把
握し規制対応を行う場合に「合成の誤謬」が発
生する可能性が指摘されている。
注117 みずほ証券バーゼルⅢ研究会（前掲・注111）250頁。
注118 翁百合「わが国における金融機関破綻処理制度
の整備と銀行の議決権保有制限緩和の意義」金
融法務事情1975号（2013）
119 金融庁／日本銀行「バーゼルⅢの最終化につい
て」（2018年2月）金融庁ホームページ（2019年10
月30日閲覧）
注120 翁百合『金融危機とプルーデンス政策』（日本経
済新聞出版社．2010）80頁。
注121 金融機関に関する情報はマクロに経済・金融環
境、ミクロに地域・個別金融機関などの状況に
より常に変動するため、的確に把握することは
極めて困難である。
注122 前多（前掲・注16）24頁、翁（前掲・注10）69頁。
注123 米国において、金融当局は、株式と劣後債券か
らのシグナルをモニタリングし、株価と社債は
企業価値のボラティリティーが拡大するときは、
違うシグナルを発するが、銀行の破綻可能性に
金融セーフティネットの再考　―市場規律を機能させるための法整備―
54
関し株式市場と債券市場のどちらがより優れた
シグナルを発しているか、結論が出ていない。
社債のスプレッドは、市場からの警告として有
効で、株式市場のデータは、検査格付を格下げ
する時により有効である、としている。翁（前掲・
注120）68頁。
注124 米国において、1980年前半は、社債と銀行によ
る法人向け貸出はほぼ同規模であったが、その
後は、社債が銀行貸出を大きく上回るペースで
拡大した。1980年以降は、米国の企業が財務戦
略上、レバレッジを高める方向に転換したが、
銀行の資金仲介機能の低下に伴い、社債の発行
拡大に結びついた。社債規模は1980年末：4,586
億ドル→2008年末：6.2兆ドル（13.5倍）、銀行貸
出は1980年末：3,910億ドル→2008年末：1.5兆
ドル（3.8倍）となった。井潟正彦＝瀧俊雄＝吉
川浩史「米国の社債市場の検証とわが国社債市
場を取り巻く環境変化について」資本市場クオー
タリ （ー2009Autumn）7頁参照。
注125 懇談会は、2010年6月に社債市場の現状と課題
を整理し、社債市場の活性化に向けた報告書「社
債市場の活性化に向けて」を公表した。そのな
かで、（1）証券会社の引受審査の見直し等、（2）
コベナンツの付与及び情報開示等、（3）社債管
理のあり方等、（4）社債の価格情報インフラの
整備等、の4項目の取組が必要とされ、各部会
が設立され、検討が行われた。その成果として、
報告書「社債市場の活性化に向けた取組み」が
2012年7月に公表された。
注126 日本経済新聞朝刊（2012年12月12日）。
注127 わが国の貯蓄の多くは、高齢者によるものであ
る。例えば、40歳未満の貯蓄現在高の平均 が
608万円にすぎないのに対し、60歳代は2,402万
円で、70歳以上でも大きく減少することはなく、
2,389万円に留まっている。高齢者の資産選択
の動向は、わが国経済に大きな影響を与える。
國枝繁樹「第3章高齢者の資産選択と金融税制」
『持続可能な社会保障制度に資する金融のあり
方』（全国銀行協会金融調査研究会「平成28年度
金融調査研究会報告」．2018）37頁。
注128 総務省「家計調査」（2018年）「高齢無職世帯の貯
蓄額と内訳」（2人以上の世帯）によると、世帯
主が60歳以上で2人以上の無職世帯の貯蓄額は
平均で2,280万円、内訳は、通貨性預貯金518万
円（22.7％）、定期性預貯金983万円（43.1％）、生
命保険など387万円（17.0％）、有価証券381万円
（16.7％）、その他12万円（0.5％）となっている。
注129 金融検査マニュアルは2019年12月18日付けで廃
止され、これにかわり、金融庁は、「検査マニュ
アル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方
と進め方」を公表する予定である。金融庁ディ
スカッションペーパ 「ー検査マニュアル廃止後
の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」
（2019年12月）。
注130 米国では、世界金融危機における対策（有事）と
して、決済用預金および決済債務を全額保護し
たが、2013年4月1日から、定額保護に移行した。
注131 預金（当座預金、普通預金、別段預金、定期預金、
通知預金、納税準備預金、貯蓄預金）、定期積
金、掛金、元本補てん契約のある金銭信託（ビッ
グなどの貸付信託を含む）、金融債（保護預り専
用商品に限定）。
注132 保護範囲の変更は、金融審議会等の議論を経て、
預金保険法の改正により行われている。「預金
利息は、金融機関経営者や預金者のモラルハザー
ドを助長する上、事務手続が煩雑になること等
から、現行では預金保険の対象になっていない。
もっとも、預金利息を守ることで小額預金者に
安心感を与え、無用の資金シフトを防止すると
いう側面や倒産手続きの迅速化及び郵便貯金と
の均衡等を勘案した場合、付保対象とすること
が適当である。なお、モラルハザードの問題に
ついては、早期是正措置により金融機関の高金
利の預金の受入れを禁止又は抑制することで、
一定の歯止めをかけることが可能になると考え
る。」（平成11年12月21日金融審議会答申〈抜粋〉）
注133 財形貯蓄とは、勤労者財産形成促進法（1971年
制定）に基づき作成された金融商品で、勤労者
が賃金から毎月または賞与毎に定期的に天引き
で行う貯蓄で、「一般財形貯蓄」「財形年金貯蓄」
「財形住宅貯蓄」の3種類がある。「財形年金貯蓄」
「財形住宅貯蓄」は、元利合計550万円までの利
子等は非課税扱いとなる。
注134 本間勝『世界の預金保険と銀行破綻処理』（東洋
経済出版社．2002）240頁。
注135 「…可変保険料率については、厳密にリスクを
推計して料率に反映させることには困難が伴う
ほか、財務基盤が相対的に弱い金融機関への影
響等にも留意する必要がある。こうした可変保
険料率や、全額保護の決済用預金と一般預金等
との間の料率格差のあり方等も含め、預金保険
料率を巡ってはその水準以外についても多様な
論点がある。…」預金保険料率に関する調査会
「今後の預金保険料率のあり方等について」（2012
年3月）議事録より抜粋。
注136 大阪地裁平成20年4月18日判決（判時2007号104
頁、判タ1276号256頁、金判1294号10頁）
注137 金融機関が預金保険料を負担すべきであるが、
こうしたコストは、最終的には金融機関の利用
者である預金者等に転嫁されることとなる。
